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総合評価が低いとされた事業への対応
事後評価で得られた提言や教訓は、実施中の事業の改善や終了した事業の必要なフォローに活用されています。外
部評価 69件の内、総合評価が低いと判断された 1件について、評価結果の概要と今後の対応策について紹介します。

1 �2005年に設立された、東アフリカ地域の国々が電力系統を相互接続し、電力の融通・取引を促進するための広域電力協力枠組み。ケニアを含む13カ国が加盟して
いる（2026年1月現在）。

■ 評価結果概要と問題点
本事業は、ケニアにおいて、オルカリア－レソス－キス

ム間の送電線建設及び変電所の拡張を行うことにより、
安定した電力供給の実現を通じた投資環境及び生活環境
の改善に加えて、再生可能エネルギー送電及び送電効率
の改善を通じた地球環境負荷の軽減を目指しました。
事業の結果、最終需要地での安定した電力供給及び再
生可能エネルギーの活用促進による火力発電所の稼働率
低下といった効果が確認されました。また、新設の変電所
では年間事故停電時間や停電回数といった指標が目標を
達成したことに加えて、送電線の昇圧や複線化によって
送電損失率の指標は目標を上回って改善しました。電化
が進んだ地域では、理髪店等の小規模ビジネスが生まれ、
夜間営業の拡大や防犯灯の設置により治安改善も確認さ
れたほか、停電頻度や時間の減少が、機械故障の抑制や
食品廃棄量の削減につながったことも確認されました。
一方、当初計画の220kVから 400kVへの送電電圧の
仕様変更対応に加え、別途ケニア政府が計画していたレ
ソス－トロロ間の送電線建設事業の中断による設計変更
等も生じた結果、工事期間が大幅に計画を上回り、また、
住民移転計画（Resettlement Action Plan、以下「RAP」）
に関する補償費の増大により事業費も計画を上回ったた
め、効率性は低いと評価されました。
また、本事後評価時点において、上記のレソス－トロ

ロ間の送電線建設事業やメネンガイ地域における地熱発
電事業は未完成であるため、計画された送電経路及び規
模での運用に至らず、設備稼働率や送電端電力量の指標
は目標を下回りました。また、ケニアを含むナイル川流
域諸国は、「東アフリカパワープール 1」により流域周辺
国を連系する電力プールの整備を計画しており、本事業
のオルカリア－レソス間の送電線は、ウガンダ－ケニア
間の国際電力融通への貢献が期待されましたが、計画通
りの運用に至っておらず実現していません。以上より、
有効性・インパクトはやや低いと判断されました。
他事業の影響により事業効果が一部計画通りに発現し

なかったことに加え、効率性も低いと評価されたことか
ら、総合評価は低いと判断されました。

■ 提言・教訓
本事業では、設計変更等により増大した RAPに関す
る補償費の支払いが長期化し、本事後評価時点で補償費
が未受領の世帯が依然として存在します。本事業の実施
機関であるケニア送電公社（KETRACO）は、2030 年
までに補償費の支払いを完了させる計画ですが、ケニア
政府は同計画に沿った予算措置を優先し、補償を着実に
進める必要があります。また、本事業の成果を地域経済
発展や国際電力融通の実現に十分に結びつけるために、
KETRACOに対して、ケニア電力公社（KPLC）と協力
し、キスム経済特区の開発計画と整合した送配電計画を
策定・実施するとともに、中断している他事業の再開及
び完了を図ることが提言されました。
教訓としては、本事業が送電電圧の仕様変更により費
用や工期が増加したことを受け、仕様変更の妥当性だけ
でなく実施機関の実施能力を見極め、必要な支援措置を
組み込むこと、事業内容変更時は運用・効果指標の見直
しと他事業の影響を受けにくい目標設定の必要性が挙
げられました。

■ �今後の業務主管部門の対応
KETRACOに対してRAPに関する補償費の支払いが
完了するまで定期的に支払状況の報告を求めるととも
に、ケニア政府に対して、支払完了に向けた優先的な予
算措置を求めます。また、他事業の中断により、本事業で
整備された送電線、及び変電設備が計画された規模で運
用されていない状況を踏まえ、KETRACO、及びKPLC
による将来的な送配電計画の策定・見直しをフォロー
します。また、本事業の成果が、ケニア西部の電力アク
セス改善、及び「東アフリカパワープール」の実現に十
分に結びつくように働きかけを継続していきます。特に
KETRACOに対してレソス－トロロ間の送電線建設事業
の事業再開・竣工に向けた計画の明確化を促します。

ケニア    円借款

「オルカリア－レソス－キスム送電線 
建設事業」
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■総合評価
2025 年度に事後評価結果が確定した事業（評価件数ベース）は無償資金協力が 6 件、技術協力プロジェクトが 57 件の合計 

63 件でした。結果は P.22-26 のとおりです。
評価結果公開対象の 63 件を件数別に見ると、地域分類では東南アジア、アフリカが多く、約 85.7 ％の事業が、計画に照らして

期待したレベルもしくはそれ以上との評価結果となりました。

内部事後評価結果

内部事後評価
— 改善に向けた教訓を得るための自己評価 —

■�事業計画への教訓のタイムリーなフィードバックを目的とし、 
「内部事後評価（完了時評価）」へ移行
JICA では、事業の背景・経緯を踏まえた実践的な教訓を導き出し、将来の類似事業の実施改善に活用するとともに、新規事業
の発掘・形成に繋げる「学び」の視点を重視し、事業完了後 3年後を目安として 2 億円以上 10億円未満の案件については内部事
後評価を実施してきました。しかし、技術協力プロジェクトは事業完了時点で一定の効果が発現するという特徴を有することか
ら、より迅速にプロジェクトサイクル（PDCA）を回すことで過去の類似事業から得た教訓を新規案件に活用し、効率的・効果的
に事業を実施していくことを目的として、2026 年度から「内部事後評価（完了時評価）」を導入します（詳細は、P.9 及び P.10 をご
参照下さい）。

■�内部評価の第三者クオリティチェックの実施
JICA では、在外事務所等が行った内部評価の評価結果票について、外部の第三者の視点で個々の評価判断の客観性・中立性や、
提言・教訓の実行可能性・具体性の検証を行う、第三者クオリティチェックを実施しています。
2025 年度は 2019 年のDAC評価基準の改定に伴い、新たな評価基準である整合性を含む新評価基準を適用して評価を実施し
た、 2021、2022 年度内部評価を対象に第三者クオリティチェックを実施しました。
「妥当性・整合性」「有効性・インパクト」「効率性」「持続性」「ノンスコア項目」「提言・教訓」等の各項目において、外部コンサル
タントによる検証を行ったところ、全般的に適切に内部評価が実施されていることが改めて確認されました。第三者クオリティ
チェックの結果、得られた検証結果を当該在外事務所等へフィードバックし、事業改善に活用していきます【第三者クオリティ
チェック】。
また、作業の効率化を目的とし、 第三者クオリティチェックにおけるAI 活用の可能性についても検証を行っています。実務的

に活用をしていくには、設問や情報の抽出方法の工夫やAI が判断すべき評価項目の取捨選択をする等、まだまだ課題が多い段階
ですが、評価部では、試行を継続すると共にその活用の是非を検討していく予定です。

■項目別評価

�妥当性・整合性
総じて相手国の政策やニーズと支援内容が整合的と評価さ
れました。一方で整合性のみに着目すると、一部課題があると
された事業が約 4割となりました。背景としては、事業の計
画（事前評価）段階で他の JICA 事業や他機関との連携が計画
された事業が少なかったためです。引き続き整合性の観点か
ら事業計画時、実施中の段階で連携が計画され、相乗効果が発
現できるよう改善を促していきます。

�有効性・インパクト
総じて効果が計画どおり発現しているものの、約 2割の事
業に一部課題が見られました。無償資金協力では、多くの事業
において有効性・インパクトが計画どおり発現していること
が確認されていますが、技術協力プロジェクトでは、プロジェ
クトで策定した改善計画を活用し、水産物のバリューチェー
ンにおける流通等の効率化、労働環境、衛生環境等漁業関連活
動の改善を目指す案件において、実施国政府の資金的制約の
ため計画された事業の実施が限定的となった結果、目標の達
成が一部達成にとどまった案件がありました。

�効率性
事業費及び事業期間が共に計画内で完了した事業は、約7割・
となりました。無償資金協力では、多くの事業において事業費
は計画内に収まっていますが、一部の事業で事業期間が計画
を超過しており、機材やシステム設置、納入の遅れが理由とし
て挙げられています。技術協力プロジェクトでは、事業費につ
いては、プロジェクトの進捗に伴い目標達成のために追加的
な活動が必要となったことや、パイロット事業を実施する施
設の建設遅延による事業期間の延長に伴う事業費の増加、事
業期間については、相手国政府の政治情勢や新型コロナウイ
ルスに起因するプロジェクト期間の延長が要因として挙げら
れます。

�持続性
約 3割の事業で一部に課題があることが認められました。
実施機関の予算措置等の財務面での課題、人員配置の不足に
代表される体制面での課題の他、事業完了後、予定されていた
研修が実施されておらず、アクションプランの実施に必要な
技術や知識の習得が実現できていない等の技術面での課題が
指摘されています。

Dレーティング
総合

有効性・インパクト	 2
妥当性・整合性	 3
効率性	 1
持続性	 3

第 2 章　|　外部事後評価　— 透明性、客観性を重視した第三者評価 —
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インドネシア
（技）�統合バイオリファイナリー研究拠点構築プロジェクト
（技）�航空安全政策向上プロジェクト

マレーシア
（技）�微細藻類の大量培養技術の確立による持続可能な・

熱帯水産資源生産システムの構築プロジェクト

1 �技＝技術協力、無＝無償資金協力、一体＝複数案件を一体評価した案件。
2 �2025年度に評価が確定した案件63件を掲載。

モンゴル
（技）�社会保険実施能力強化プロジェクト

ラオス
（技）�電力系統マスタープラン策定プロジェクト

タイ
（技）�未来型都市持続性推進プロジェクト

キルギス
（技）�税務局人材育成システム向上プロジェクト

ウズベキスタン
（技・一体）�コンバインドサイクルガスタービントレーニングセンター強化プロジェクト/・

コンバインドサイクル発電運用保守トレーニングセンター整備プロジェクト

ジョージア
（無）�太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画

内部事後評価案件一覧
内部事後評価の対象は、原則、事業費が 2億円以上 10億円未満の事業です。案件名をクリックすると評価
結果票を確認できます。

東ティモール
（技・一体）�道路維持管理水準向上プロジェクト/・

道路施工技術能力向上プロジェクト サモア
（無）�太平洋気候変動センター建設計画

フィリピン
（技）�洪水予警報の統合データ管理能力強化プロジェクト
（技）�道路・橋梁の建設・維持管理に係る品質管理向上プロジェクトフェーズ３

ベトナム
（技）�被害者支援及びカウンセリングのための人身取引対策ホットライン運営強化プロジェクト
（技）�2020 年を目標とする法・司法改革支援プロジェクト
（技）�新卒看護師のための臨床研修制度強化プロジェクト
（技）�化学物質管理強化プロジェクト
（技）�診療報酬及び保険適用診療サービスパッケージ改善プロジェクト
（技）�ベトナム在来ブタ資源の遺伝子バンクの設立と多様性維持が可能な持続的生産システムの

構築プロジェクト
（技）�下水道計画・実施能力強化支援技術協力プロジェクト

パプアニューギニア
（技）�生物多様性保全のためのPNG

保護区政策強化プロジェクト

カンボジア
（技）�産業界のニーズに応えるための職業訓練の質向上

プロジェクト
（技）�ビジネスを志向したモデル農協構築プロジェクト
（技）�租税総局能力強化プロジェクト

ネパール
（技・一体）�地方都市における水道事業強化プロジェクト/地方都市における・

水道事業強化プロジェクト・フェーズ 2

東南アジア・大洋州、東・中央アジア、南アジア

— 改善に向けた教訓を得るための自己評価 —　内部事後評価　|　第 3 章第 3 章　|　内部事後評価　— 改善に向けた教訓を得るための自己評価 —

https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1202445_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0900196_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201500644_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201500644_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500393_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1600282_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400484_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201600228_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1502345_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1502345_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0962120_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300671_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300671_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1660290_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400816_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500434_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1600499_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400640_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201300482_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300660_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201600492_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400720_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400720_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500378_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400268_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400268_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400238_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400238_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300186_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1000218_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0800366_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0800366_4_f.pdf
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ガーナ
（技）�LBT による瀝青表面処理工法開発プロジェクト

ナイジェリア
（技）�電力マスタープラン策定プロジェクト
（技）�連邦首都区統合的廃棄物管理プロジェクト
（技）�連邦首都区無収水削減プロジェクト

南アフリカ共和国
（技）�IBTC無収水研修能力強化プロジェクト

モザンビーク
（技）�ザンベジア州ナンテ地区稲作生産性向上のための技術改善プロジェクト
（技）�鉱物資源分野における能力強化プロジェクト
（技）�投資促進・円滑化能力強化プロジェクト

マラウイ
（技・一体）�カムズ国際空港監視システム運用支援プロジェクト /・

航空管制人材育成プロジェクト

コンゴ共和国
（技）�ポワント・ノワール市水産物バリューチェーン改善プロジェクト

トルコ
（技）�マルマラ地域における地震・津波防災および・

防災教育プロジェクト

アルバニア
（技）�ティラナ・ドゥレス地域デジタル地図作成能力向上プロジェクト

セルビア
（技）�持続可能な資源開発実現のための空間環境解析と高度金属回収の・

融合システム研究プロジェクト

マダガスカル
（技）�アンタナナリボ・トアマシナ経済都市軸（TaToM）

総合開発計画策定プロジェクト

アフリカ、中東・欧州

タンザニア
（技）�地域中核病院マネジメント強化プロジェクト
（技）�ASDP農業定期データシステム能力強化計画プロジェクト
（技・一体）�地方自治強化のための参加型計画策定とコミュニティ開発強化プロジェクト /・

地方自治強化のための参加型計画策定とコミュニティ開発強化プロジェクトフェーズ２

欧州地域 / セルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、モンテネグロ
（技・一体・広域）�西バルカン地域における中小企業メンターサービス構築・普及促進・

プロジェクト /西バルカン地域における中小企業メンターサ－ビス構築・
普及促進プロジェクト　フェーズ 2

ケニア
（技）�地方分権下における小規模園芸農民組織強化・振興プロジェクト（SHEP PLUS）
（技）�東部アフリカ地域における国際貿易円滑化のための能力向上プロジェクト
（技）�テーラーメード育種と栽培技術開発のための稲作研究プロジェクト
（技）�生物遺伝資源と分子遺伝学を利用した養蚕研究基盤構築
（技）�道路維持管理業務の外部委託化に関する監理能力強化プロジェクト（フェーズ３）

ウガンダ / ケニア
（技・広域）�北部回廊物流網整備マスタープラン策定支援プロジェクト

ジブチ
（無）�初等・中等教員養成校建設計画

ヨルダン
（技）�若年層へのキャリアカウンセリング能力向上プロジェクト

— 改善に向けた教訓を得るための自己評価 —　内部事後評価　|　第 3 章第 3 章　|　内部事後評価　— 改善に向けた教訓を得るための自己評価 —

https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1100495_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201403082_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400502_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300223_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1600322_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0900155_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1302835_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1302834_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1600263_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1600263_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201103301_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201200721_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201200721_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201600225_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400731_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400731_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1502119_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1502119_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400461_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500336_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0800904_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0800904_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1200076_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1200076_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1200076_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201400642_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300640_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1200712_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500665_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1600411_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1401018_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0961650_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1600418_4_f.pdf
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エルサルバドル
（技）�オロメガ湖・ホコタル湖統合的湿地管理プロジェクト
（技）�病院前診療の能力強化プロジェクト
（無）�広域防災システム整備計画

キューバ
（無）�稲種子生産技術向上のための・

農業機材整備計画

ドミニカ
（技）�北部地域における持続的なコミュニティを・

基礎とした観光開発のためのメカニズム
強化プロジェクト

ニカラグア
（技）�マナグア市無収水管理能力強化・

プロジェクト

ウルグアイ
（無）�太陽光を活用したクリーンエネルギー

導入計画

パラグアイ
（技）�ヤシレタダム湖隣接地域総合開発調査

プロジェクト

メキシコ
（技）�自動車産業人材育成プロジェクト

チリ
（技）�災害リスク軽減のためのONEMI組織強化・

プロジェクト

コロンビア
（技）�障害のある紛争被害者のソーシャルインクルージョン・

プロジェクト
（技）�遺伝的改良と先端フィールド管理技術の活用によるラテン・

アメリカ型省資源稲作の開発と定着プロジェクト

中 南 米

【免責条項】
免責：本事業評価年次報告書の地図上の表記は図示目的であり、いずれの国及び地域における、法的地位、国境線及びその画定、並びに地理上の名称についても、
JICAの見解を示すものではありません。
The maps in this report are only for illustrative purposes and do not imply any opinion of JICA on the legal status of any countries or territories, the 
border lines of any countries or territories or their demarcations, or the geographic names.

出所:白地図専門店:https://www.freemap.jp/

● 事業費（日本側） 2億6,300万円
● 事業期間 2016 年 5 月～2020 年 5 月 

● 相手国関係機関 人口開発・社会保障省（現：家族・労働・社会保障省）、社会保険庁
● 専門家派遣人数 6人
● 研修員受入人数 120人

● 主要供与機材 車両、PC、コピー機等
● 上位目標 モンゴルにおける社会保険適用、保険料徴収および給付に関する実務が改善される。

● プロジェクト目標 社会保険庁の社会保険適用、保険料徴収および給付に関する能力が強化される。

● 成果

1: �パイロットサイトにおける、社会保険実務の改善案が作成され、検証される。
2: �全国での活用に向けて、社会保険適用、保険料徴収および給付に関する実務の改善ガイドライン
が作成される。

3: �社会保険庁において、社会保険適用、保険料徴収および給付に関する研修システムが構築される。

モンゴル    技術協力プロジェクト

社会保険実施能力強化プロジェクト
 内部評価実施部署    モンゴル事務所

3  教訓
社会保険庁職員の年金財政検証能力（年金数理）に関
して、本事業（2016 年～ 2020 年）で基礎的理解の向上
を図り、それを土台として、国別研修「社会保険分野に
おける財政検証実務能力強化」（2020 年～ 2023 年）が
行われました。これにより、基礎的理解は実務で十分活
用できるレベルにまで高まり、財政検証能力は推計業務
や各種調査に日常的に活用され、事業効果の継続や技術
的持続性の向上に貢献しています。このように、技術協
力プロジェクトを研修やその他の事業でフォローアッ
プすること、すなわちプログラム的アプローチを採るこ
とは、事業効果の継続や持続性の向上に寄与することが
確認されました。

手続きの簡略化とオンライン化が図られたチンゲルテイ区社会保険事務所

1  評価結果
モンゴルの年金制度は 1942 年の社会保障局設立、そ
の後の年金法の成立や改革を経て、現行制度が確立さ
れたものの、年金給付水準の適正化や社会保険庁職員の
体系的な研修制度の構築、遊牧民等インフォーマルセク
ターの加入促進等、制度面や運営面の課題を抱えてい
ました。本事業では、社会保険実務のガイドラインの作
成、社会保険庁職員向け研修システムの構築、関係機関
の国民向け広報能力の強化等を行いました。その結果、
本事業で作成した各種マニュアル類が活用され、本事業
で実施したセミナーや研修に参加した社会保険庁職員
の 87％が、事務処理、窓口手続き、接遇や障害者対応、
職員研修等、多岐にわたる改善を行っており、 利用者満
足度調査でも高い評価を得ることができています。

2  提言
社会保険基金の収支を改善するため、任意年金加入者
の増加に向けた取り組みを継続することが重要です。そ
のためには、将来推計に基づく加入者数等の定量的目標
の設定、適切な納付額・支給額の設定、広報や情報提供、
手続きの簡略化、サービス改善、職員の能力向上などを
含む合理的な行動計画を策定し、実行することを提言・
します。

事例紹介

1

— 改善に向けた教訓を得るための自己評価 —　内部事後評価　|　第 3 章第 3 章　|　内部事後評価　— 改善に向けた教訓を得るための自己評価 —

https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500312_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400424_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1161630_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1660550_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1660550_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400448_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400448_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1400448_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500309_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500309_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0961310_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_0961310_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500494_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1500494_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_201300302_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1700209_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1700209_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300435_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300435_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300777_4_f.pdf
https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2024_1300777_4_f.pdf
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● 供与限度額/実績額 4億円/4億円
● 交換公文締結 2012年5月2日

● 事業完了 2017年4月25日
● 実施機関 環境天然資源省（MARN）、総務省市民防災総局（DGPC）
● 上位目標 エルサルバドルにおける地震・津波の被害軽減に寄与する

● プロジェクト目標 エルサルバドルにおいて、地震・津波の観測機器、及び予警報システム機器を整備することにより、
地震・津波防災能力の向上と予警報の早期伝達を図る

● 成果

1: �地震計システム、ブロードバンド観測システム、GPS 観測システム、・
潮位計測システム、津波監視カメラシステム、無線システム等の整備

2: �環境天然資源省及び中米大学（UCA）技術者対象研修の実施（データ収集・分析、・
地震計システム、GPS 観測システム、潮位計測システムトレーニング）

● 事業費（日本側） 8億2,700万円
● 事業期間 2015年7月～2020年7月

● 相手国関係機関 保健省（2021年に保健・地域開発・ジェンダー・高齢者・子ども省から再編）
● 専門家派遣人数 6人
● 研修員受入人数 0人

● 主要供与機材 シュレッダー、車両、PC、プロジェクター、エアコン等
● 上位目標 州レファラル病院における保健医療サービスの質が向上する。

● プロジェクト目標 州レファラル病院の病院マネジメントが改善する。

● 成果

１: �州レファラル病院の病院経営層の基礎的マネジメント能力（リーダーシップ、計画・
報告、モニタリング・評価、人材管理、財務管理、物品管理、情報管理）が強化される。

２: �州レファラル病院の病院経営層計画策定・報告能力が向上する。
３: �州レファラル病院に関するモニタリング評価機能が強化される。
４: �カイゼン手法を通じ、州レファラル病院における資源管理や質改善の取り組みが・
強化される。

５: �病院運営審議会による州レファラル病院の監督の質が改善される。
６: �タンザニアの病院マネジメントに関する取り組みおよび保健分野における質改善の
取り組みがタンザニア国内およびマラウイ、ウガンダ、ケニア等他のアフリカ諸国に
共有される。

エルサルバドル    無償資金協力

広域防災システム整備計画
 内部評価実施部署    エルサルバドル事務所

タンザニア    技術協力プロジェクト

地域中核病院マネジメント強化プロジェクト
 内部評価実施部署    タンザニア事務所

2  提言
環境天然資源省と総務省市民防災総局において、機材
の定期点検と機材更新を含む維持管理計画を作成し、そ
の計画に関する定期的な見直しを実施すること、適切な
運営維持管理をするための職員の配置をすること、運営
維持管理を担当する職員の研修や交代に関する計画を
作成することが推奨されます。また、機材を管理する責
任部署を地方自治体の内部で検討し、機材が持続的に使
用されるように図ることも必要です。

3  教訓
機材選定にあたり、海洋の環境条件が考慮されていな

かったため、事業完了 7 年後、沿岸部に設置された通信
機器が空気中の多量の塩分により劣化していることが判
明しました。機材供与を行う場所における気候条件を案
件計画時に注意深く調査し、条件に耐えうる機材を調達
し、機材に防錆剤を塗布するなどの対策を講じ、機材の
維持管理計画を事業期間中に策定する必要があります。
また、地方自治体再編によって運営維持管理の責任部
署が変更となったため、案件計画時には、自治体の再編
の可能性について精査し、
その可能性がある場合に
は、機材の設置や運営維持
管理の責任機関の変更に
関する対応について実施
機関と合意しておく必要
があります。

州レファラルユニットを最適化し、保健省によって戦略
的計画と運営計画が策定され、能力強化のための研修が
継続して実施される必要があります。

3  教訓
本事業実施中、COVID-19 の感染拡大により、州レ

ファラル病院では、患者が減少する等の影響を受けまし
たが、事業効果の持続性を確保するための体制構築に重
点を置いて活動すると共に、日本人専門家が不在の間、
現地専門家が州レファラル病院の戦略策定を支援し、品
質管理活動のモニタリングを綿密に行う等の工夫によ
り、その影響を早期に克服し、病院収入は 2021 年以降
増加に転じました。事業形成時に実施機関カウンター
パートと現地専門家の能力強化とオーナーシップ向上を
事業デザインに組み込む重要性が確認されました。

本事業により調達された機材の点検を行う環境天然資源省技師と
維持管理ユニットチーム（事後評価現地調査中に撮影）

病院の計画策定支援を目的とした、病院経営層・
対象の研修 （2022 年、マウェニ州レファラル病院）

1  評価結果
エルサルバドルが位置する中米のメソアメリカ海溝
周辺域は地震が多く発生する地域です。一方、地震計、
潮位計、観測されたデータを伝送するシステム、通信機
器が不足しており、地震や地震に伴う津波の観測と住民
への予警報の強化が課題となっていました。本事業に
おいて地震・津波の観測機器や予警報システム機器を
整備することにより、地震震度の観測精度が向上し、住
民への地震情報伝達時間が 10 ～ 20 分から 5～ 10 分
に短縮されました。 JICA エルサルバドル事務所は、公
共事業運輸省、教育省、サンサルバドル首都圏計画事務
所、エルサルバドル大学、自治体などの関係機関の継続
的な能力向上を目的として、日本や第三国で JICA が実
施する地震・津波などの防災に関する各種研修に参加
するよう調整を行いました。その結果、 環境天然資源省
の技術者は観測データから地震・津波に関する有益な
防災情報を抽出、活用する技術を身につけ、その技術は
事業完了後も維持されています。加えて、環境天然資源
省の地震・津波のデータや情報は、ニカラグアで実施さ
れた JICA による「中米津波警報センター能力強化プロ
ジェクト」（2016 年～ 2019 年）を通じて、中米地域の
他の観測所と共有されています。また、仙台防災枠組で
確立されたアプローチに従って、エルサルバドル国内の
病院、道路、港湾、空港の建設など、主要な国家事業の
設計にリスク軽減策の一環として提供される等、多様な
場面で活用されています。

1  評価結果
タンザニアでは、妊産婦死亡率が高く、地域の医療機
関から大病院への患者の紹介を行う州レファラル病院
においては、予算、保健人材、医療資機材、医薬品等の
慢性的な資源不足に陥っており、患者に対して十分な
量・質のサービス供給ができない状況でした。本事業で
は、州レファラル病院経営層の能力や計画策定・報告・
モニタリング評価の強化、病院内における業務改善・ガ
バナンスの強化を行いました。その結果、病院の平均収
入額が増加し、病院の医療の質や運営管理状況を第三者
機関が評価する、外部病院機能評価におけるスコアが改
善する等、病院マネジメントが強化、改善された他、保
健医療サービスの質向上により、患者の満足度が向上
し、苦情が減少しました。また、州レファラル病院諮問
委員会において、地域コミュニティの代表者から報告さ
れた保健医療ニーズに基づき、産婦人科医などの女性医
療従事者の数を増やし、ジェンダーに基づく暴力を減ら
すためのジェンダー意識向上活動が行われる等、様々な
ジェンダーニーズに応える取り組みが実施されました。

2  提言
州レファラル病院の保健医療サービスをさらに向上さ
せるためには、増加する患者ニーズに対応できるよう、
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